
大市総第１５４８号

令和６年２月１４日

大 村 市 議 会 議 長

大 村 市 議 会 議 員

大村市各行政委員会委員長 殿

大 村 市 監 査 委 員

各 報 道 機 関

大村市長 園 田 裕 史

市議会定例会の招集について（通知）

このことについて、別紙（写）のとおり告示したので通知します。



大村市告示第１２号

大村市議会定例会を次のとおり招集する。

令和６年２月１４日

大村市長 園 田 裕 史

１ 招集日時 令和６年２月２２日（木） 午前１０時

２ 招集場所 大村市議会議場



市議会定例会付議事件表
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第１７号議案

第１８号議案

第１９号議案

第２０号議案

第２１号議案

第２２号議案

第２３号議案

第２４号議案

第２５号議案

第２６号議案

市長の専決処分事項に関する条例等の一部を改正する条例…（ １ ）

大村市職員定数条例の一部を改正する条例……………………（ ３ ）

大村市手数料条例の一部を改正する条例………………………（ ４ ）

大村市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例（ ６ ）

大村市介護保険条例の一部を改正する条例……………………（ ８ ）

大村市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例………（１０）

大村市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例………………（３２）

大村市文化基金条例の一部を改正する条例……………………（３３）

大村市漁港管理条例及び大村市風致地区内における建築等の

規制に関する条例の一部を改正する条例………………………（３４）

大村市水道事業給水条例の一部を改正する条例………………（３５）

動産の買入れについて……………………………………………（３６）

専決処分の報告について（損害賠償の額を定め和解すること

について）…………………………………………………………（３７）

専決処分の報告について（損害賠償の額を定め和解すること

について）…………………………………………………………（３９）

令和５年度大村市一般会計補正予算（第１１号）

令和５年度大村市モーターボート競走事業会計補正予算（第３号）

令和５年度大村市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）

令和５年度大村市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）

令和５年度大村市介護保険事業特別会計補正予算（第３号）

令和５年度大村市工業団地整備事業特別会計補正予算（第２号）

令和６年度大村市一般会計予算

令和６年度大村市モーターボート競走事業会計予算

令和６年度大村市国民健康保険事業特別会計予算

令和６年度大村市後期高齢者医療事業特別会計予算

令和６年度大村市介護保険事業特別会計予算

令和６年度大村市病院事業会計予算

令和６年度大村市工業団地整備事業特別会計予算

令和６年度大村市水道事業会計予算



第２７号議案

第２８号議案

第２９号議案

令和６年度大村市工業用水道事業会計予算

令和６年度大村市下水道事業会計予算

令和６年度大村市農業集落排水事業会計予算



第２号議案

市長の専決処分事項に関する条例等の一部を改正する条例

（市長の専決処分事項に関する条例の一部改正）

第１条 市長の専決処分事項に関する条例（昭和２８年大村市条例第６３号）の一部

を次のように改正する。

本則第２号中「第２４３条の２の２第１項」を「第２４３条の２の８第１項」に

改める。

（大村市水道事業、工業用水道事業、下水道事業及び農業集落排水事業の設置等に関

する条例の一部改正）

第２条 大村市水道事業、工業用水道事業、下水道事業及び農業集落排水事業の設置

等に関する条例（昭和４１年大村市条例第２２号）の一部を次のように改正する。

第６条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改め

る。

（大村市病院事業の設置等に関する条例の一部改正）

第３条 大村市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年大村市条例第２３号）の

一部を次のように改正する。

第１２条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改

める。

（大村市モーターボート競走事業の設置等に関する条例の一部改正）

第４条 大村市モーターボート競走事業の設置等に関する条例（昭和４１年大村市条

例第２４号）の一部を次のように改正する。

第１０条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改

める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２２日提出

（ 1 ）



大村市長 園 田 裕 史

（提案理由）

地方自治法の改正に伴い、所要の条文整理を行うため、この条例案を提出するもの

である。
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第３号議案

大村市職員定数条例の一部を改正する条例

大村市職員定数条例（昭和２４年大村市条例第３８号）の一部を次のように改正す

る。

第２条第１号中「５２７人」を「５６２人」に改め、同条第２号中「６２人」を

「６４人」に改め、同条第３号中「３５人」を「３６人」に改め、同条第８号中「６

７人」を「７０人」に改め、同条第９号中「７１６人」を「７５７人」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（提案理由）

職員のワーク・ライフ・バランスの推進等に伴い、職員定数を増加する必要が生じ

たため、この条例案を提出するものである。
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第４号議案

大村市手数料条例の一部を改正する条例

大村市手数料条例（平成１２年大村市条例第１号）の一部を次のように改正する。

別表第１戸籍に記録されている事項の全部又は一部を証明した書面の交付の項中

「戸籍に記録されている事項の全部又は一部を証明した書面」を「戸籍証明書」に改

め、同表除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除かれた戸籍に記録されている事項の

全部若しくは一部を証明した書類の交付の項中「除かれた戸籍に記録されている事項

の全部若しくは一部を証明した書類」を「除籍証明書」に改め、同表除かれた戸籍に

記載した事項に関する証明書の交付の項の次に次のように加える。

別表第１戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）に基づく届出若しくは申請の受理の

戸籍電子証明書提供用識別符号の発
行（電子情報処理組織を使用する方
法（総務省令で定めるものに限る。
以下この項及び次項において同じ。）
により戸籍電子証明書提供用識別符
号の発行を行う場合（当該発行に係
る戸籍電子証明書の請求が電子情報
処理組織を使用する方法により行わ
れた場合に限る。）における当該発行
及び戸籍電子証明書提供用識別符号
の発行に係る戸籍電子証明書の請求
を行う者が同時に当該戸籍電子証明
書が証明する事項と同一の事項を証
明する戸籍証明書の請求を行う場合
における当該発行を除く。）

１件につき ４００円

除籍電子証明書提供用識別符号の発
行（電子情報処理組織を使用する方
法により除籍電子証明書提供用識別
符号の発行を行う場合（当該発行に
係る除籍電子証明書の請求が電子情
報処理組織を使用する方法により行
われた場合に限る。）における当該発
行及び除籍電子証明書提供用識別符
号の発行に係る除籍電子証明書の請
求を行う者が同時に当該除籍電子証
明書が証明する事項と同一の事項を
証明する除かれた戸籍の謄本若しく
は抄本又は除籍証明書の請求を行う
場合における当該発行を除く。）

１件につき ７００円
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証明書の交付又は届書その他の受理書類に記載した事項の証明書の交付の項中「の証

明書の交付又は届書」を「、届書」に改め、「事項」の次に「又は届書等情報の内容」

を加え、同表戸籍法に基づく届書その他の受理書類の閲覧の項中「受理書類」の次に

「又は届書等情報の内容を表示したもの」を加え、「１件」を「又は届書等情報の内

容を表示したもの１件」に改める。

附 則

この条例は、令和６年３月１日から施行する。

令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（提案理由）

戸籍法の改正に伴う地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正に準じて、戸

籍電子証明書提供用識別符号の発行等について新たな手数料を設定するとともに、所

要の条文整理を行うため、この条例案を提出するものである。

（ 5 ）



第５号議案

大村市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

大村市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年大村市条例第２３号）の一部を

次のように改正する。

第８条第２項第３号中「休診日（規則で定める休診日をいう。以下同じ。）を除く

日（以下「平日」という。）における診療時間（規則で定める診療時間をいう。以下

同じ。）において、」を削り、「場合」の次に「又は正当な理由がある場合」を、

「除く」の次に「。以下この号及び第５号において同じ」を加え、「３，０００円」

を「７，０００円（歯科医師である保険医（健康保険法第６４条に規定する保険医を

いう。次号において同じ。）による初診を受けた者にあっては、５，０００円）」に

改め、同項中第８号を第９号とし、第５号から第７号までを１号ずつ繰り下げ、同項

第４号中「平日」を「休診日（規則で定める休診日をいう。以下この号において同

じ。）を除く日」に改め、「診療時間」の次に「（規則で定める診療時間をい

う。）」を、「診察（」の次に「他の病院若しくは診療所からの文書による紹介によ

らずに受けた初診若しくは他の病院若しくは診療所を紹介する旨の申出に応じずに受

けた再診に該当する診察又は」を加え、「５，０００円」を「７，０００円」に改め、

同号を同項第５号とし、同項第３号の次に次の１号を加える。

(4) 他の病院又は診療所を紹介する旨の申出に応じず再診（緊急その他やむを得な

い事情がある場合又は正当な理由がある場合に受けた再診を除く。以下この号及

び次号において同じ。）を受けた者については、３，０００円（歯科医師である

保険医による再診を受けた者にあっては、１，９００円）の範囲内で指定管理者

が市長の承認を得て定める額

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年７月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただ

し、次項の規定は、公布の日から施行する。

（準備行為）

（ 6 ）



２ この条例による改正後の大村市病院事業の設置等に関する条例の規定による指定

管理者が行う利用料金の設定については、施行日前においても行うことができる。

（経過措置）

３ 改正後の第８条第２項の規定は、施行日以後の診療に係る利用料金について適用

し、施行日前の診療に係る利用料金については、なお従前の例による。

令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（提案理由）

初診及び時間外の診察に係る利用料金を改定するとともに、再診に係る利用料金を

新設するため、この条例案を提出するものである。
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第６号議案

大村市介護保険条例の一部を改正する条例

大村市介護保険条例（平成１２年大村市条例第２号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改め、同項第１号中「３４，８００円」を「３１，６７０円」に改め、同項

第２号中「５２，２００円」を「４７，６８０円」に改め、同項第３号中「５２，２

００円」を「４８，０３０円」に改め、同項に次の４号を加える。

(10) 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １３２，２４０円

(11) 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １４６，１６０円

(12) 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １６０，０８０円

(13) 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １６７，０４０円

第３条第２項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に、「２０，８８０円」を「１９，８４０円」に改め、同条第３項中「令和３

年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「３４，８００

円」を「３３，７６０円」に改め、同条第４項中「令和３年度から令和５年度まで」

を「令和６年度から令和８年度まで」に、「４８，７２０円」を「４７，６８０円」

に改める。

第５条第３項中「又は第８号ロ」を「、第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１

号ロ又は第１２号ロ」に、「第３８条第１項第１号から第８号まで」を「第３８条第

１項第１号から第１２号まで」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第３条の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料について適用し、令

和５年度分までの保険料については、なお従前の例による。

（ 8 ）



令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（提案理由）

介護保険料を改定するため、この条例案を提出するものである。

（ 9 ）



第７号議案

大村市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例等の一部を改正する条例

（大村市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部改正）

第１条 大村市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例（平成２５年大村市条例第３号）の一部を次のように改正する。

第７条第５項第５号中「第６６条」を「第６６条第１項」に改め、同項中第１１

号を削り、第１２号を第１１号とし、同条第６項ただし書中「当該定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所」を「当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所」に、「施設」を「敷地」に改める。

第８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第２５条中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第７号の次に次の２

号を加える。

(8) 指定定期巡回･随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」とい

う。）を行ってはならない。

(9) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第３５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 指定定期巡回･随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウ

ェブサイトに掲載しなければならない。

第４３条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第７号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８号とし、同項第６号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号
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中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号

の次に次の１号を加える。

(5) 第２５条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第４８条第３項ただし書中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜間

対応型訪問介護事業所」に改め、同条第４項中第１１号を削り、第１２号を第１１

号とし、同条第５項ただし書及び第６項中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を

「当該指定夜間対応型訪問介護事業所」に改める。

第４９条ただし書中「同一敷地内の」を削る。

第５２条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第

４号の次に次の２号を加える。

(5) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第５９条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

の次に次の１号を加える。

(3) 第５２条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第６０条の４ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第６０条の９中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２

号を加える。

(5) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の
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心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第６０条の１９第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

中第６号を第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

(3) 第６０条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第６０条の２０の３中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」を

「同項第５号」に改める。

第６０条の２４第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第６０条の３０中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号と

し、第２号の次に次の２号を加える。

(3) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。

(4) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第６０条の３７第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第７号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８号とし、同項

中第６号を第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第５号とし、同項第３号の次に次の１号を加える。

(4) 第６０条の３０第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第６３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第６６条第２項中「介護保険施設をいう。以下同じ。）若しくは」の次に「健康

保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による

改正前の法第４８条第１項第３号に規定する」を加える。

第６７条第１項中「同一敷地内にある」を削る。
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第７１条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を

加える。

(5) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第８０条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項中第５

号を第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を

同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を

同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

(3) 第７１条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第８３条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第

２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限

る。）」を削る。

第８４条第１項ただし書中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する

前条第６項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等の

いずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又

は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、

これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する

介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事

業を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改め、同条第３項中「第１９４

条第２項」を「第１９４条第３項」に改める。

第９３条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体

的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条中第８号を第９号とし、

第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。
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(7) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定

期的に実施すること。

第１０７条の次に次の１条を加える。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会の設置）

第１０７条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性

の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

る方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。）を定期的に開催しなければならない。

第１０８条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。

第１１２条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定

小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」

を削る。

第１２２条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等によ

り」を削る。

第１２６条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項

を加える。

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を

定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努め

なければならない。

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う
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体制を、常時確保していること。

(2) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合に

おいて診療を行う体制を、常時確保していること。

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との

間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関

の名称等を市長に届け出なければならない。

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する

第２種協定指定医療機関（以下「第２種協定指定医療機関」という。）との間で、

新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に

規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の

発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定指定医療

機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症

の発生時等の対応について協議を行わなければならない。

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療

機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合にお

いては、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させるこ

とができるように努めなければならない。

第１２８条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。

第１２９条中「及び第１０５条」を「、第１０５条及び第１０７条の２」に改め

る。

第１３１条第７項中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条に次の１項を加え

る。

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの規定の

適用については、当該規定中「１」とあるのは、「０.９」とする。

(1) 第１５０条において準用する第１０７条の２に規定する委員会において、利

用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取

組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を
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定期的に確認していること。

ア 利用者の安全及びケアの質の確保

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮

ウ 緊急時の体制整備

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において

「介護機器」という。）の定期的な点検

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修

(2) 介護機器を複数種類活用していること。

(3) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、

地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。

(4) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組

による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められ

ること。

第１３２条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第１４８条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医

療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよ

うに努めなければならない。

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。

(2) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあっ

た場合において診療を行う体制を、常時確保していること。

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力

医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第２種協定指定医療機関と

の間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定

指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。
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６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった

場合においては、再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることが

できるように努めなければならない。

第１４９条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。

第１５０条中「及び第１００条」を「、第１００条及び第１０７条の２」に改め

る。

第１５２条第８項第３号中「若しくは」を「又は」に改め、「又は介護支援専門

員（指定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。

第１５４条第１項第６号中「医療法」の次に「（昭和２３年法律第２０５号）」

を加える。

第１６７条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及

び当該協力医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得

て、１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて

緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。

第１６８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第１６９条第５号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録する」を

「の記録を行う」に改め、同条第６号中「に規定する」を「の規定による」に、

「を記録する」を「の記録を行う」に改め、同条第７号中「に規定する」を「の規

定による」に、「記録する」を「の記録を行う」に改める。

第１７４条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院治療

を必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協

力病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす

協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書を加える。

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要

件を満たすこととしても差し支えない。

(1) 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。
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(2) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合におい

て診療を行う体制を、常時確保していること。

(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人福祉

施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要

すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保しているこ

と。

第１７４条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、

入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称

等を市長に届け出なければならない。

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第２種協定指定医療機関との間で、新興

感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第２種協定指定医療機関

である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発

生時等の対応について協議を行わなければならない。

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関

に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合において

は、再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができ

るように努めなければならない。

第１７８条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。

第１７９条中「及び第６０条の１７第１項から第４項まで」を「、第６０条の１

７第１項から第４項まで及び第１０７条の２」に改める。

第１８９条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管

理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。

第１９１条中「第６０条の１７第１項から第４項まで」の次に「、第１０７条の

２」を加える。

第１９３条第７項中第４号を削り、第５号を第４号とする。

第１９４条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指定看護
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小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げる施設等」を削る。

第１９９条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅において、又

はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能

訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助を」に改め、同条中第１１号を第１

２号とし、第７号から第１０号までを１号ずつ繰り下げ、第６号の次に次の１号を

加える。

(7) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、看護小規模多機能型居宅介護従業者に周知徹底を

図ること。

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正化のため

の研修を定期的に実施すること。

第２０３条第２項第３号及び第６号から第９号までの規定中「に規定する」を

「の規定による」に改める。

第２０４条中「及び第１０７条」を「、第１０７条及び第１０７条の２」に改め

る。

（大村市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する基

準等を定める条例の一部改正）

第２条 大村市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営等に関

する基準等を定める条例（平成２５年大村市条例第４号）の一部を次のように改正

する。

第７条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第１０条第２項中「指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する法

律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効

力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３

号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。第４５条第６項において同じ。）」

を「健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規
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定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に

改める。

第１１条第１項中「同一敷地内にある」を削る。

第３３条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」

に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブ

サイトに掲載しなければならない。

第４１条第２項中「保存なければならない」を「保存しなければならない」に改

め、同項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項中第６号を第７

号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６

号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５

号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４

号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

(3) 第４３条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行

為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第４３条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１６号と

し、同条中第１０号から第１３号までを２号ずつ繰り下げ、第９号の次に次の２号

を加える。

(10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならない。

(11) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第４５条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第

２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限

る。）」を削る。

第４６条第１項ただし書中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

併設する前条第６項の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄
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に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務、

同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サー

ビス基準条例第７条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所をいう。以下同じ。）の職務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者（指定地域密着型サービス

基準条例第７条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者を

いう。以下同じ。）が、指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型サービス

基準条例第４８条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同

じ。）、指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等基準」とい

う。）第５条第１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定

訪問看護事業者（指定居宅サービス等基準第６０条第１項に規定する指定訪問看護

事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合

には、これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第１項に規

定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防

支援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改める。

第５４条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体

的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図る

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。

第６４条の次に次の１条を加える。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会の設置）

第６４条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予防
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小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上

その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。

第６５条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。

第７３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小

規模多機能型居宅介護事業所」を削る。

第８０条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等によ

り」を削る。

第８４条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を

加える。

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医

療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよ

うに努めなければならない。

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。

(2) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあっ

た場合において診療を行う体制を、常時確保していること。

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力

医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に

規定する第２種協定指定医療機関（次項において「第２種協定指定医療機関」と

いう。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感

染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をい

う。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければな

らない。
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５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定

指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった

場合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に速や

かに入所させることができるように努めなければならない。

第８６条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。

第８７条中「及び第６２条」を「、第６２条及び第６４条の２」に改める。

（大村市指定介護予防支援等の事業の人員、運営等に関する基準等を定める条例の一

部改正）

第３条 大村市指定介護予防支援等の事業の人員、運営等に関する基準等を定める条

例（平成２７年大村市条例第５号）の一部を次のように改正する。

第５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である

指定介護予防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援事業所」とい

う。）」を削り、同条に次の１項を加える。

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事

業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援

専門員を置かなければならない。

第６条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以下

「指定介護予防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中「前項に規定す

る」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規

定により置く」に改め、同条に次の２項を加える。

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定により

置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条

の６６第１号イ(3)に規定する主任介護支援専門員（以下この項において「主任

介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、主任介護支援専門員

の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、介護支援

専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第１項に規定する管理者とすることが
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できる。

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、次

に掲げる場合は、この限りでない。

(1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に従

事する場合

(2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防支援

事業所の管理に支障がない場合に限る。）

第７条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加え、

同条第３項中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防

支援事業者の場合にあっては、介護支援専門員。以下この章及び次章において同

じ。）」を加える。

第１３条に次の２項を加える。

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料のほ

か、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定

介護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けるこ

とができる。

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定する費

用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なけ

ればならない。

第１５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者であ

る指定介護予防支援事業者」に改め、同条第１号中「（平成１１年厚生省令第３６

号）」を削り、同条第４号中「の規定」の次に「（第３３条第２９号の規定を除

く。）」を加える。

第２４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」

に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。

第３１条第２項第２号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５
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号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２

号の次に次の１号を加える。

(3) 第３３条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為（第３３条第２号の２及び第２号の３において「身体的拘束等」とい

う。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録

第３３条第２号の次に次の２号を加える。

(2)の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。

(2)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第３３条第１６号中「第１３号」を「第１４号」に改め、同号ア中「及びサービ

スの評価期間が終了する月並びに利用者の状況に著しい変化があったときは、利用

者の居宅を訪問し」を削り、同号中ウをオとし、同号イ中「訪問しない月」の次に

「（イただし書の規定によりテレビ電話装置等を活用して利用者と面接をする月を

除く。）」を加え、同号イを同号エとし、同号アの次に次のように加える。

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。

ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始する

月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」と

いう。）について、少なくとも連続する２期間に１回、利用者の居宅を訪問

し、面接するときは、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話

装置等を活用して、利用者に面接することができる。

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用

者の同意を得ていること。

(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、

担当者その他の関係者の合意を得ていること。

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。
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ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができるこ

と。

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握でき

ない情報について、担当者から提供を受けること。

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があった

ときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。

第３３条に次の１号を加える。

(29) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第１１５条

の３０の２第１項の規定により市町村長から情報の提供を求められた場合には、

その求めに応じなければならない。

（大村市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一

部改正）

第４条 大村市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例（平成３０年大村市条例第１号）の一部を次のように改正する。

第５条第２項中「利用者の数が３５」を「利用者の数（当該指定居宅介護支援事

業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条の２３第３

項の規定により地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から

委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援（法第５８

条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。以下この項及び第１６条第２９号に

おいて同じ。）を行う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利

用者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた

数を加えた数。次項において同じ。）が４４」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民健康

保険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という名称で設

立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定

居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の

情報の共有等のための情報処理システムを利用し、かつ、事務職員を配置してい

る場合における第１項に規定する員数の基準は、利用者の数が４９又はその端数

を増すごとに１とする。

第６条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。
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第７条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加え、

「、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画

の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下

この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス

計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成され

た居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居

宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占

める割合」を削り、同条中第８項を第９項とし、同条第７項中「第４項」を「第５

項」に改め、同項第１号中「第４項各号」を「第５項各号」に改め、同項を同条第

８項とし、同条第６項中「第４項第１号」を「第５項第１号」に改め、同項を同条

第７項とし、同条中第５項を第６項とし、同条第４項中「第７項」を「第８項」に

改め、同項を同条第５項とし、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項

を加える。

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所におい

て作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸

与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそ

れぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及び前６月間に当該指

定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪

問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型

サービス事業者によって提供されたものが占める割合につき説明を行い、理解を

得るよう努めなければならない。

第１６条第２号の次に次の２号を加える。

(2)の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他

利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはな

らない。

(2)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第１６条第１４号中「主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師」を「主治の医師
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等又は薬剤師」に改め、同条第１５号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同

号中イをウとし、アの次に次のように加える。

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。

ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に１回、利

用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない

月においては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができ

るものとする。

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用

者の同意を得ていること。

(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、

担当者その他の関係者の合意を得ていること。

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができるこ

と。

ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把

握できない情報について、担当者から提供を受けること。

第１６条第２９号中「に基づき、」の次に「地域包括支援センターの設置者であ

る」を加える。

第２５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。

第３２条第２項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項

第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項

第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項

第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

(3) 第１６条第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

（大村市介護予防・日常生活支援総合事業に係る事業者の指定に関する基準等を定め
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る条例の一部改正）

第５条 大村市介護予防・日常生活支援総合事業に係る事業者の指定に関する基準等

を定める条例（平成２７年大村市条例第６号）の一部を次のように改正する。

第３条第１号及び第２号中「家事援助」を「生活援助」に改める。

第５条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第２８条第１項中「認められる重要事項」の次に「（以下この条において単に

「重要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要

事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 生きがい対応型訪問サービス事業者は、原則として、重要事項をウェブサイト

に掲載しなければならない。

第３６条第２項第２号及び第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同項第４号中「第３２条に規定する」を「第３２条第２項の規定による」に改め、

同項第５号中「第３４条に規定する」を「第３４条第２項の規定による」に改める。

第３８条ただし書及び第４３条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第５１条第２項第２号及び第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同項第４号中「第３２条に規定する」を「第３２条第２項の規定による」に改め、

同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改める。

第５６条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（重要事項の掲示に係る経過措置）

第２条 この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、第１条の規定による

改正後の大村市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（以下「新指定地域密着型サービス基準条例」という。）第３５条

第３項（新指定地域密着型サービス基準条例第６０条、第６０条の２０、第６０条

の２０の３、第６０条の３８、第８１条、第１０９条、第１２９条、第１５０条、

第１７９条、第１９１条及び第２０４条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、同項中「指定定期巡回･随時対応型訪問介護看護事業者は、原則
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として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削

除」と、第２条の規定による改正後の大村市指定地域密着型介護予防サービスの事

業の人員、設備及び運営等に関する基準等を定める条例（以下「新指定地域密着型

介護予防サービス基準条例」という。）第３３条第３項（新指定地域密着型介護予

防サービス基準条例第６６条及び第８７条において準用する場合を含む。）の規定

の適用については、同項中「指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則と

して、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」

と、第３条の規定による改正後の大村市指定介護予防支援等の事業の人員、運営等

に関する基準等を定める条例（以下「新指定介護予防支援等基準条例」という。）

第２４条第３項（新指定介護予防支援等基準条例第３５条において準用する場合を

含む。）の規定の適用については、同項中「指定介護予防支援事業者は、原則とし

て、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と、

第４条の規定による改正後の大村市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関

する基準等を定める条例（以下「新指定居宅介護支援等基準条例」という。）第２

５条第３項（新指定居宅介護支援等基準条例第３３条において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、同項中「指定居宅介護支援事業者は、原則として、

重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と、第

５条の規定による改正後の大村市介護予防・日常生活支援総合事業に係る事業者の

指定に関する基準等を定める条例（以下「新総合事業者指定基準条例」という。）

第２８条第３項（新総合事業者指定基準条例第３６条の３、第４１条、第５４条、

第５４条の３及び第５８条において準用する場合を含む。）の規定の適用について

は、同項中「生きがい対応型訪問サービス事業者は、原則として、重要事項をウェ

ブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」とする。

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置）

第３条 この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、新指定地域密着型サ

ービス基準条例第９３条第７号及び第１９９条第７号並びに新指定地域密着型介護

予防サービス基準条例第５４条第３項の規定の適用については、これらの規定中

「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会の設置に係る経過措置）
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第４条 この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間、新指定地域密着型サ

ービス基準条例第１０７条の２（新指定地域密着型サービス基準条例第１２９条、

第１５０条、第１７９条、第１９１条及び第２０４条において準用する場合を含

む。）及び新指定地域密着型介護予防サービス基準条例第６４条の２（新指定地域

密着型介護予防サービス基準条例第８７条において準用する場合を含む。）の規定

の適用については、これらの規定中「開催しなければ」とあるのは、「開催するよ

う努めなければ」とする。

（協力医療機関との連携に関する経過措置）

第５条 この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間、新指定地域密着型サ

ービス基準条例第１７４条第１項（新指定地域密着型サービス基準条例第１９１条

において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「定めておかな

ければ」とあるのは、「定めておくよう努めなければ」とする。

令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（提案理由）

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第３４号）等の改正に伴い、重要事項のウェブサイトへの掲載の義務付け

等、所要の改正を行うため、この条例案を提出するものである。
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第８号議案

大村市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例

大村市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年大村市条例第１８号）の一部を次のように改正する。

第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示しなければならない」を

「掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接

受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、

放送又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供しなければならな

い」に改める。

第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ず

る方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体

（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２３条の改正規定は、令和６年４

月１日から施行する。

令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（提案理由）

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等

の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の改正に伴い、所要の条文整理

を行うため、この条例案を提出するものである。
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第９号議案

大村市文化基金条例の一部を改正する条例

大村市文化基金条例（昭和５５年大村市条例第３２号）の一部を次のように改正す

る。

附則第２項中「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に、「６５，００

０，０００円」を「７５，０００，０００円」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（提案理由）

基金の一部を処分することができる期間及び限度額を改めるため、この条例案を提

出するものである。

（ 33 ）



第１０号議案

大村市漁港管理条例及び大村市風致地区内における建築等の規制に関する条例

の一部を改正する条例

（大村市漁港管理条例の一部改正）

第１条 大村市漁港管理条例（平成６年大村市条例第３号）の一部を次のように改正

する。

第１条中「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関する法律」に改める。

第１５条及び第２２条中「一に」を「いずれかに」に改める。

（大村市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部改正）

第２条 大村市風致地区内における建築等の規制に関する条例（平成２７年大村市条

例第８号）の一部を次のように改正する。

第３条第２２号中「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関する法律」

に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第１条中大村市漁港管理条

例第１５条及び第２２条の改正規定は、公布の日から施行する。

令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（提案理由）

漁港漁場整備法の題名改正に伴い、所要の条文整理を行うため、この条例案を提出

するものである。

（ 34 ）



第１１号議案

大村市水道事業給水条例の一部を改正する条例

大村市水道事業給水条例（昭和３４年大村市条例第２４号）の一部を次のように改

正する。

第３５条の７第５号中「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行前にこの条例による改正前の大村市水道事業給水条例第３５条の

７第５号に規定する講習の課程を修了した者は、この条例による改正後の大村市水

道事業給水条例第３５条の７第５号に規定する講習の課程を修了した者とみなす。

令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（提案理由）

水道法の改正により、同法による権限が厚生労働大臣から国土交通大臣及び環境大

臣に移管されることに伴い、所要の条文整理を行うため、この条例案を提出するもの

である。

（ 35 ）



第１２号議案

動産の買入れについて

次のとおり動産を買い入れる。

１ 買い入れる動産 小学校教師用指導書

２ 買入れの方法 随意契約

３ 買 入 れ 金 額 ２５，７３５，２７０円

４ 買入れの相手方 諫早市栄田町８５番地１

長崎県教科書株式会社

代表取締役社長 太田 博史

５ 納 入 期 限 令和６年３月２９日

令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 36 ）



報告第１号

専決処分の報告について

市有地の除草作業による自動車破損事故の被害者に対する損害賠償の額を定め和解

することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定

により、別添のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により議会に報告する。

令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 37 ）



専決第１号

専 決 処 分 書

市有地の除草作業による自動車破損事故の被害者に対する損害賠償の額を定め和解

することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項並びに

市長の専決処分事項に関する条例（昭和２８年大村市条例第６３号）本則第３号及び

第４号の規定により、次のとおり専決処分する。

令和６年２月２日

大村市長 園 田 裕 史

１ 損 害 賠 償 の 額 １１４，４１１円

２ 損害賠償の相手方 １１１１１１１１１１１１１１

１１　１１

（ 38 ）

3675
四角形

3675
四角形



報告第２号

専決処分の報告について

商業施設駐車場における自動車破損事故の被害者に対する損害賠償の額を定め和解

することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定

により、別添のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により議会に報告する。

令和６年２月２２日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 39 ）



専決第２号

専 決 処 分 書

商業施設駐車場における自動車破損事故の被害者に対する損害賠償の額を定め和解

することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項並びに

市長の専決処分事項に関する条例（昭和２８年大村市条例第６３号）本則第３号及び

第４号の規定により、次のとおり専決処分する。

令和６年２月８日

大村市長 園 田 裕 史

１ 損 害 賠 償 の 額 ２９６，２９１円

２ 損害賠償の相手方　　１１１１１１１１１１１１１１１１

１１　１１

（ 40 ）
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